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「社会保障教育」小考
―キャリア教育への導入について―
松 本 幸 一
１．はじめに
年金にかかわる社会保障教育は、旧社会保険庁が１９９１年１１月に旧文部省へ
要望を出したことが契機となり、全国の中学・高校において２００９年末までそ
の推進がなされていた１。年金教育が開始された経緯は、１９９１年４月から２０歳
以上の学生を含む若者が、国民年金の被保険者に強制適用されることからで
あった。都村（２００６）は、旧社会保険庁が当時すすめていた年金教育を、政
策的におこなわれた社会保障教育として、一定の範囲で内容面全般を評価して
いた。しかしながら、課題がいくつか山積していることも同時に指摘していた２。
一つ目としては、学校カリキュラムへ教育内容を確実に盛り込むこと、教科書
への記述の充実を求めていたことであった。二つ目としては、中学生や高校生
を中心とした年金教育に限定せず、小学生や大学生以上への拡充を求めている
ことであった３。結果的には、２００９年１２月に同庁の廃止にともない、年金セミ
ナーそのものも立ち消えすることとなった４。
「事業仕分け」の対象となった理由とは、広報・教育の必要は認められるも
のの、場当たり的な活動に予算を割けないということであった５。また、都道
府県別における年金セミナー実施状況の格差が顕著に認められ、その解消に取
り組んだ報告や研究を確認することはできなかった６。２０１０年には日本年金機
構へ事業が引き継がれ、厚生労働省「社会保障教育の教育推進に関する検討会」
－５７－
（以後「検討会」と記す）が設置されたのだが、それら事業の中身や運用方法
の活発な検証を確認することができなかった７。そこで本稿では、２０１１年１０月
より開始された「検討会」の議事録を読み解き、どのようなプロセスを経て「社
会保障教育授業展開例」ができあがったのか確認をしていく。
国民年金の納付率は、制度変更などの諸要因を外して結果だけをみると、１９９１
年納付率８５．７％から２０１１年の５８．６％と２０年間で２７．１％の減少となった８。最も
納付率が低い世代が２５歳から２９歳の年齢区分の青年期層であり、最も納付率
が高い世代は５５歳から５９歳の中年期層であった。この数字だけをみると、年
金教育を受けた若い世代が、加入行動を起こさなかったとも解釈される。青年
層の世代区分においても、特に高等教育機関を修了した後数年の世代に、低加
入率が集中している様子が分かる。厚生労働省内では有期ではあるが、若年層
対象の社会保障教育の一環として年金教育に関するワーキングが行われており、
教育対象として中等教育機関への導入検討を主としていた９。日本年金機構で
はなく厚生労働省が中心となり、「検討会」委員が方向性を決め委託民間団体
数社が実務作業を行い、モデルケースを作り上げ教材案の立案を進めていた。
そこで本稿では、「検討会」取り上げた課題や内容を調べ、その上でキャリア
教育への「社会保障教育」導入可能性について考察する。この点については、
佐々木（２０１２）の指摘を参照しながら若干の意見を述べていきたい１０。
２．社会保障教育推進
２‐１．国民年金納付状況
国民年金未納付で注目される対象は、第１号被保険者のなかの未納付者に属
している、いわゆる「会社員」「公務員」「主婦」等ではない「自営業」「学生」
等のグループを主に指している。高等教育機関等を修了した新社会人の多くは、
おそらく第２号被保険者に属することとなり、基礎年金部分に当たる国民年金
は形式上納付していることになる１１。年金教育を受けていなくとも、法人や公
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２０～２４歳２５～２９歳３０～３４歳３５～３９歳４０～４４歳４５～４９歳５０～５４歳５５～５９歳
２００５（平成１７）年 ５７．８ ５５．５ ５７．９ ６０．１ ６５．２ ７０．４ ７３．６ ８０．５
２００６（平成１８）年 ５６．２ ５４．２ ５７．６ ６０．１ ６３．６ ６９．２ ７２．５ ７９．３
２００７（平成１９）年 ５３．２ ５１．５ ５５．８ ５８．９ ６１．１ ６６．７ ７０．１ ７６．９
２００８（平成２０）年 ５１．４ ４９．４ ５３．９ ５７．８ ５９．３ ６４．６ ６８．３ ７５．１
２００９（平成２１）年 ４９ ４７．１ ５１．７ ５６．５ ５７．７ ６２．３ ６６．６ ７３．３
２０１０（平成２２）年 ４９．２ ４６．６ ５０．９ ５６．３ ５７．６ ６１ ６６ ７２
２０１１（平成２３）年 ５０．１ ４６．１ ４９．６ ５５．６ ５７．１ ５９．４ ６５．２ ７１．８
２０１２（平成２４）年 ５１．３ ４６．８ ４９．４ ５５．７ ５７．８ ５９．１ ６５．２ ７２．２
２０１３（平成２５）年 ５６．３ ４９．９ ５１．２ ５７．１ ５９．７ ５９．９ ６６．２ ７３．１
２０１４（平成２６）年 ５９．２ ５３ ５４ ５９．３ ６２．２ ６１．４ ６７．４ ７４．６
図表１ 第１号被保険者納付率（年齢階級別）
（注１）資料出所：厚生労働省「国民年金の加入・保険料納付状況」をもとに筆者がまとめた。なお、西暦（和
暦）のかたちで併記してある。
（注２）納付率とは、納付月数÷納付対象月数×１００で計算した値を示している。納付対象月数とは、当該
年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数、申請全学免除月数、学生納付特例月数及び若年者納
付猶予月数を含まない）であり、納付月数はそのうち当該年度中（翌年度４月末まで）に実際に納付された
月数である。
益団体などの組織へ所属する限りにおいて、それら組織が納付に関する事務を
行ってくれるのである。２０１３年度末の第２号被保険者は、公的年金加入者全
体からみると約６割の人数を占めており、それら約４０００万人が未納付となる
ことは考えられない１２。つまり、未納付者は第１号被保険者のなかでみられ、
特に２０歳代若年層の間で最も高い割合を占め続けてきた（図表１）。
図表１の注２にもある通り、「学生納付特例月数」及び「若年者納付猶予月
数」を含まない月数で計算しているため、免除者を加味した場合には２０～２９
歳の実質納付率は下がることになる。旧社会保険庁が主導していた年金セミ
ナーを、少なくとも図表１にある２０１０年度以降の世代が受講していた可能性
が考えられるが、その効果が出ているかどうかはここでは確認できない。むし
ろ、３０歳代～５０歳代に上がるにつれて納付率が上昇することから、年金受給
資格年齢に近づくほど「自覚」し、納付条件を満たす行動に出ているともみら
れる（図表２）。
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学生納付
特例（万人）
若年納付
猶予（万人）
１９９６（平成８）年 ８２．９ １７．６ ８７ ２４８
１９９７（平成９）年 ７９．６ １８．６ ８７ ２７１
１９９８（平成１０）年 ７６．６ １９．９ ９０ ３１０
１９９９（平成１１）年 ７４．５ ２１．２ ９３ ３５０
２０００（平成１２）年 ７３ ２３．７ ９６ ２７４ １３５
２００１（平成１３）年 ７０．９ ２４ ９９ ２７７ １４８
２００２（平成１４）年 ６２．８ １９．７ １０３ １４４ ３４ １５４
２００３（平成１５）年 ６３．４ ２１．６ １０６ １６５ ３８ １６８
２００４（平成１６）年 ６３．６ ２２．９ １０９ １７６ ４１ １７３
２００５（平成１７）年 ６７．１ ２７．４ １１３ ２１６ ５３ １７６ ３４
２００６（平成１８）年 ６６．３ ２８ １１４ ２０７ ５６ １７０ ３７
２００７（平成１９）年 ６３．９ ２８．５ １１３ ２０２ ５４ １６６ ３７
２００８（平成２０）年 ６２．１ ２９．１ １１４ ２０４ ５２ １６５ ３７
２００９（平成２１）年 ６０ ２９．８ １２０ ２１５ ４７ １６３ ３７
２０１０（平成２２）年 ５９．３ ３１．３ １２６ ２２１ ４４ １６６ ３８
２０１１（平成２３）年 ５８．６ ３２．９ １３１ ２３０ ４６ １６９ ３９
２０１２（平成２４）年 ５９ ３４．６ １３４ ２３９ ４８ １７２ ４２
２０１３（平成２５）年 ６０．９ ３４．１ １３４ ２４９ ５９ １７６ ４６
２０１４（平成２６）年 ６３．１ ３５．１ １３４ ２４５ ６１ １７８ ４４
図表２ 国民年金納付・免除状況
（注１）資料出所：厚生労働省「国民年金の加入・保険料納付状況」をもとに筆者がまとめた。なお、西暦（和
暦）のかたちで併記してある。
（注２）学生納付特例制度は２０００（平成１２）年から開始されたが、国民年金の強制加入がはじまった１９９１（平
成３）年から約１０年間は、学生免除期間の措置がとられていた。いわゆる「カラ期間」ではない全額免除の
扱いであった１３。
年金教育の本来の趣旨とは、若年層にとって年金給付が４０年近く将来にな
ることに対して、公的年金の経済価値を適正に理解するものであった。そして、
毎年度下がっていく国民年金納付率に対して、適切な対処となる啓蒙活動をお
こなうことでもあった。１９９１年４月からはじまった国民年金強制加入は、収
入の見込みが少ない学生等に対して免除制度で対応し、２０００年４月からは学
生納付特例制度へと変遷をしている。したがって、２０～２４歳の国民年金納付
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率に比べて２５～２９歳のそれが低いのは、免除制度の仕組みにより母集団から
対象者が除外されていたともいえる。新卒一括採用の日本において、厚生年金
や共済年金に加入していない若年層は、選択肢として残る国民年金への加入と
なる。処遇が不安定な非正規雇用に就いている場合に、２５～２９歳の年齢層で
は収入面も不安定となり、国民年金への加入率が下がる現象は予測し得ること
である。
第２６回社会保障審議会日本年金機構評価部会において、若年者納付猶予制
度が２０１６年７月より対象者を５０歳未満に拡大することから、年金保険料の納
付率向上方策が通常国会に提出されている１４。それらの内容は、納付猶予制度
対象者の拡大や保険料滞納の係る遅延金利率の軽減など、納付者の負担を軽減
するものが主であった。免除者を増加させることは、納付率を計算する上での
母数を除することでもあり、表見上の納付率をあげるだけで実質納付率をあげ
ることにはならない。これは抜本的な納付率改善にあたらないとみられるが、
第２号被保険者から第１号被保険者への移行者増や、各免除者の逓増なども鑑
みれば自然な選択ともいえる１５。雇用の改善がなければ、年金教育の制度整備
などは現実的施策とは言えないであろう。つまり、就業支援の仕組みを含んだ
キャリア教育のなかに年金教育を導入することは、親和性があり効果的ではな
かろうかと考えられる。都村（２００６）は年金教育の範囲の拡大を提言してお
り、そのなかで「同世代」「世代間」をつなぐ力の強化になり得ると記してい
るが、向こう２５年間で約２０００万人弱人口が減るなかで重要な課題を予見して
いたともいえる１６。
２‐２．「検討会」議事録
旧社会保険庁の「学校における年金教育の推進」意義・目的は、「年金に対
する意識が低くなりがちな若年層を中心に国民各層の幅広い理解を得ること」
が掲げられており、将来に向けての制度の安定的な運営を図ることが盛り込ま
れていた。２０１１年第１回「検討会」の冒頭では、社会保障担当政策統括官が
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旧社会保険庁とは異なる目的を述べていた。次に当時の香取政策統括官が、は
じめに述べた挨拶から、「その内容」が分かる議事録の一部を引用してみる。
最初に、この検討会、後ほどまた事務局より趣旨等をご説明しますが、
簡単にお話をしておきたいと思います。もともと、この社会保障教育に関
する教育についての検討会をやるという議論になりました背景ですが、ご
案内のように、今、社会保障・税の一

体

改

革

の議論が政府・与党で進んで
おります。今度の一

体

改

革

の中では、制度の見直しということとあわせて、
負担の問題を正面から議論するわけですが、そういった中で、社会保障制
度についての国民の理解あるいは協力というものを得ていかなければいけ
ないということで、そういうものをきちんと考えていかなければならない
ということがあります。（～中略～）今回の一

体

改

革

の背景になっていま
す、自民党時代以来のさまざまな報告書の中でも、社会保障教育あるいは
社会保障を支える理念・哲学についての国民的合意をどう考えるかという
ことが非常に強く指摘されておりまして、そこから少し議論しないといけ
ないのではないか。その意味で言いますと、行政の役割とか国の機能・役
割といったことから、身近な地域社会の中での一人ひとりの役割、助け合
い、連帯というものを日常的にどのように子どもたちに考えてもらうかと
いった幅広い議論を、できればお願いしたいということでございます。従
いまして、一応検討会ということになっていますけれども、特段、ゴール
と言いますか、こういったシナリオでこういった方向性を出していただき
たいということではむしろなくて、もっと幅広い議論をいろいろな立場か
ら自由にやっていただいて、それを私どもなりに受け止めていきたいと
思っているところであります。（２０１１年１０月１１日、第１回社会保障の教育
推進に関する検討会議事録より。傍点は筆者が加えた）
ここで数回登場する一体改革とは、社会保障と税の一体改革のことを示して
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平成１４年度実績 平成１５年度実績 平成１６年度実績
学校数 割合（％） 学校数 割合（％） 学校数 割合（％）
全国の中学・高校の学校数 １６，６３１ １００ １６，５８４ １００ １６，５３１ １００
教員を対象としたセミナー ５，９２９ ３５．７ ７，４６４ ４５ ９，１８９ ５５．６
生徒を対象とした年金セミナー ３，０１７ １８．１ ３，１７０ １９．１ ３，６１６ ２１．９
同（年金広報専門員担当） ７６０ ４．６ １，２６３ ７．６ １，５７８ ９．６
同（学校教員担当） ２，２５７ １３．６ １，９０７ １１．５ ２，０３８ １２．３
図表３ 年金教育の実施状況等（平成１４年度～平成１６年度）
（注）資料出所：厚生労働省 HPの旧厚生省資料「学校における年金教育の推進について、資料１－３」を
参照している。年号は和暦で表示してある。
おり、急速な少子高齢化が進むなかでの財源確保・財政健全化の施策をいって
いる。消費税率を２０１７年４月より１０％へあげるとともに、増収分の財源は全
額社会保障へ配分するという計画を織り込んだものである。社会保障のなかで
も年金に関する予算が０．６兆円程度見込まれており、受給資格期間を２５年から
１０年へ短縮するなど新制度の充実も睨んでいる１７。これは年金未納付率を逓減
するため、教育の仕組みを検討するというものではない。むしろ、一体改革を
円滑にすすめるために、年金制度の理解を図るための初中等教育教材化案へと
つながった。これらは、議事録にある「役割、助け合い、連帯」などの文脈を
みれば、ある程度合点がいくものだろう。
旧社会保険庁では、年金教育の介入主体は年金広報専門員からの講義と、年
金セミナーを受講した学校教員からであった１８（図表３）。ところが、「検討会」
で議論された学校教材や指導法の企画実践は、日本年金機構ではなく委託民間
団体等が介入主体となり推進していた１９。委託民間団体等とは具体的に、株式
会社東京リーガルマインド、株式会社放送映画製作所、全国社会保険労務士会
連合会、株式会社政策研究所である。これらの委託民間団体等は、２０１３年第
８回「検討会」において、まとめられた教材資料や教材動画などの説明をおこ
なっている。
もちろん第１回「検討会」のなかで、厚生労働省政策企画官側より「何を、
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第１章 法律と権利 第４章 コミューン
１ 私たちの法律 １ やってみることが大事だ
２ 犯罪 ２ さまざまなコミューン
３ 警察 ３ コミューンの組織
４ 裁判所 ４ コミューンの任務
５ 無益な暴力 ５ コミューンが立てたある計画
６ 犯罪者更生施設 ６ コミューンの予算
第２章 あなたと他の人々 ７ コミューンにおける民主主義
１ グループ ８ 教会コミューン
２ 何者かでありたい ９ ランスティング
３ 役割と役割間の葛藤 第５章 私たちの社会保障
４ 私たちには、自分で思っているより能力がある １ スウェーデンの子どもたち
５ 女の子と男の子 ２ 児童福祉
６ 若者とアルコール ３ 家族での生活
７ 若者と麻薬 ４ 離婚
８ 建設的な生き方がある ５ 病気になったら
９ さまざまなフォレーニング（団体・クラブ） ６ たくさんの障害者がいる
第３章 あなた自身の経済 ７ 仕事を失う人もいる
１ 家族の経済 ８ 特別な援助が必要なこともある
２ 物を買う ９ 老人になる
３ 消費者情報 １０ 社会的安全のネット
４ クレジットで物を買う
５ 広告は購買意欲をさそう
図表４ 「あなた自身の社会」スウェーデンの中学教科書
（注）資料出所：川上邦夫『あなた自身の社会―スウェーデンの中学教科書―』新評論、１９９７年の目次を参
照している。議事録のなかの当該資料説明が、新評論の内容とほぼ一致していることから、この文献を「検
討会」で閲覧したと推定される（著作権の関係で回収資料となっていた）。
どう学ぶか」という観点から、会の方向性を定めるための「たたき台」は準備
されていた。つまり、第２回「検討会」から第３回「検討会」までが「たたき
台」議論で、第４回「検討会」から第５回「検討会」にかけ教材の原案をつく
るというシナリオであった。そして、教科書の例としてスウェーデンの中学校
教科書コピーを事務官が委員へ配布されていた（図表４）。
「あなた自身の社会」は第１章から第５章までの構成になっており、社会保
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障の部分は最後の第５章全てを用いて説明している。「第５章 ９．老人にな
る」では、老人になるとどのような生活が待ち受けているのか、本文中の課題
を用いて生徒同士が議論できる工夫が凝らされている。年金の制度的な説明は
あるが若干数行程度でしかなく、むしろ老人になってどのような生活を送るか
イメージできる文章や写真とともに、生徒自身が年金生活者になったときの年
金制度を考えさせるよう構成されている。つまり、年金制度固有の仕組みや法
律を覚えることよりも、生活者の視点から年金制度のありかたを考えさせてい
るのである。
３．「検討会」特徴
３‐１．教材公開まで
第４回「検討会」の終盤で、社会保障担当政策統括官が「第１回のときにも
申し上げたかと思うのですが、私どもの心積もりというか目指すところは」と、
本音の部分がより明らかとなる文脈が登場する。それは、社会保障教育が学習
指導要領に記載されることや、教科書に盛り込むことが必要だと踏み込んだ説
明をしている。そして、教科書の科目は「公民」「政治経済」「生活科」のどれ
でも構わなく、小学校・中学校・高校それぞれで体系的に組み立てることを
狙っていると述べている。旧社会保険庁では、年金に対する意識が低くなりが
ちな若年層への啓蒙活動として、年金教育の推進をすすめ制度の安定化を図る
ことを意義・目的に掲げていた。ところが２０１２年での社会保障担当政策統括
官レベルの意識には、年金制度に対する不信感や誤解を払しょくすることや、
制度そのものを総合的に理解させる意欲があふれていた２０。第５回「検討会」
では、第１回から第４回「検討会」を経たうえで具体的な教材案などが登場す
ることになり、そこでは教材案や講義案も加わった実像が明らかになる。特に
第２回と第３回の委員ヒアリングが、それら教材など内容を方向付けており、
この「検討会」の本質を説明する重要な会合でもあった。
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第１回「検討会」が２０１１年１０月にはじまり、最終にあたる第９回「検討会」
が２０１４年６月に至っているので、約３年間にわたる期間での議論や作業が行
われていた。委員の構成は、社会保障分野の専門家をはじめ、様々な識者が顔
をそろえることになった（図表５）。この構成メンバーの特徴の一つに、座長
の権丈善一と細野真宏がとても近い考え方を持ち、二人とも全回出席のうえ事
務官に影響を与える発言をしていることであった。権丈善一は、慶應義塾大学
商学部教授であり、社会保障制度改革に関する分野を得意としている。細野真
宏は分かりやすい経済書を多数執筆しており、「消えた年金問題」のあと２００８
年に首相直轄「社会保障国民会議」委員に就任している２１。細野は「社会保障
国民会議」で、年金未納は年金制度自体を破たんさせるという誤った情報を指
摘しており、後の２０１２年２月２７日衆議院予算委員会参考人質疑では、学校教
科書にすら誤った情報が記載されていると述べている２２。これら細野の言説を
委員名 分 野 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回
◎ 権丈善一 社会保障 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
細野真宏 社会保障 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
梶ヶ谷穣 学校教育 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
宮台真司 社会学 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
増田ユリア 学校教育 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠
前田昭博 社労士 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 寺田晃
大杉昭英 教科教育 ○ ○ 欠 ○ ○ ○ 欠 栗原久 欠
宮本太郎 社会保障 欠 ○ 欠 ○ 欠 ○ ○ 欠 欠
広井良典 公共政策 ○ 欠 ○ 欠 欠 欠 欠 欠 欠
図表５ 「検討会」参加の委員名など（敬称、所属は省略）２４
（注１）第１回「検討会」は２０１１（平成２３）年１０月１１日、第２回「検討会」は２０１１（平成２３）年１２月２６日、
第３回「検討会」は２０１２（平成２４）年２月２２日、第４回「検討会」は２０１２（平成２４）年３月２３日、第５回「検
討会」は２０１２（平成２４）年８月２４日、第６回「検討会」は２０１２（平成２４）年１１月２１日、第７回「検討会」は
２０１３（平成２５）年４月２５日、第８回「検討会」は２０１３（平成２５）年９月１２日、そして第９回「検討会」は２０１４
（平成２６）年６月２３日に、各２時間程度の時間を割いて行われている。年号は、西暦（和暦）のかたちで併
記してある。
（注２）図表の氏名や出欠（出席：○、欠席：欠）は、厚生労働省 HPにある「検討会」議事録より筆者が
作成した。栗原久や寺田晃は前任者の都合により途中より交代し参加している。図表氏名の左に◎がある権
丈善一は、第１回から第９回「検討会」を通して座長を務めている。
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早くから注目していた権丈は、すでに『月刊現代』講談社（２００８年１１月号）
へ、（年金）未納増加で破たんのウソと題する投稿内へ細野の説明を援用かつ
披露している２３。この頃から既に、権丈と細野は年金未納問題の本質的な課題
とは、学校教科書を含むミスリードした情報を、是正する方向へと同調すると
ともに傾いていった。
第３回「検討会」において、教材作成など実務に向けた大筋を決める段階で、
細野と権丈の発言に多くの時間が割かれていた。このなかで、細野の意見に反
するコメントを出した宮台真司に対しては、座長である権丈は何の評価コメン
トも回答していない２５。「検討会」の方向性を後押しする権丈と、教材化やWeb
公開化というメディア形成を意識する細野が、大きくかじ取りをしてはじめて
いることが、「検討会」の次の細野の発言で読み取ることができる。
この場でとにかく共有したい大きな話しとしては、前回の「天動説」「地
動説」という話しが象徴的なですけれども、一見すると本当に「もっとも
らしい」んですね。そこが社会保障全般に関して言える話しなのですが、
特に年金は厄介なところなんです。例えば「未納が増えると年金が破たん
する」といった理論などは、本当に美しいほどよく出来た「ひっかけ問題」
です。（～中略～）ちょっと話しを大きくしてしまったんですけれども、「未
納が増えると年金が破たんする」という話が意味する根源は、結局、その
ぐらい根深くて深刻な話しなんだということです。だから、できれば、こ
の場で、一応高校生とか若い子たちを対象にしているところはあると思う
んですけれども、社会保障の教育推進というものは、別に子どもだけの問
題ではないわけですよね。先ほどの朝日新聞の記事で彦根東高校の子ども
たちが言っているように、そもそも大人が間違えていたら、そこをまず正
さないといけないわけです。そして、大人の誤解というのはどこから出て
くるのかといったら、実際に報道しているメディアやキャスターの人たち
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の誤解が大きな発信源となっています。そこで、明らかな間違いを平然と
報道してしまっているディレクターなどを必要に応じて来ていただいて、
ヒアリングと議論をこの公開された場でするようにして、この教育推進の
場で何とか最低限の仕組みを正しく知っていただくような努力はできない
ものかなと思いますが、いかがでしょうか。（２０１２年２月２２日 第３回「検
討会」議事録より。筆者が議事録にある漢字を、数か所ひらがなに置き換
えた場所がある）
３‐２．課題
都村（２００６）が指摘していた年金教育の課題に対し、「検討会」で教科書へ
の記述を充実させるまでには至っていないが、随時ダウンロードや再生ができ
るコンテンツを、厚生労働省 HPへ盛り込んでおり一定の前進は確認できる。
しかしその過程でも難題が山積しており、特に問題となったことは「誰が」「ど
のように」指導をすすめるかであった。これは佐々木（２０１２）にある「‐
担当者」とは異なる見解が、第５回「検討会」の場で教材を学校教員と運用し
た実践者より報告されている。まず指導者については、日本年金機構職員が主
体者となり得る構図は、「検討会」が終わる第９回まで議論に出なかった。旧
社会保険庁の後継機関（つまり日本年金機構）を介さない、全く新しい取り組
みをすすめたい思惑もあったのであろう。生徒へ指導するにあたり、中学高校
教員からのヒアリングで分かったことは、ワークシートを活用する課題解決型
授業の実践が望ましいということであった。当然ながら座学だけではなく、介
護福祉施設へ生徒が行く体験学習を入れ、高齢者の生活を知ることから社会保
障への理解へと深めることも盛り込まれた。生徒の理解を深める工夫は、イラ
ストやクイズを駆使した教材にも見て取れ、「高校生が知っておくべき将来の
話」から「高校生が知っておくべき将来の話」までは、細野の意見そのも
のが反映されている２６。
学校教育のなかで、最も多く出る意見として「時間がない」という、悩まし
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い問題も避けて通ることができなかった。さらに、教諭のなかには「イメージ
が湧かない」「キャリア教育とどう違うのか」など率直な意見があり、教諭経
験の「検討会」参加委員からもこれらが問題視されていた。この点に関しては、
委託民間団体の一つである株式会社放送映画製作所が、識者のアドバイスの元
でイメージ化できる映像を制作している２７。佐々木（２０１２）第１３図にある「年
金教育の一番望ましい担当者」で支持された「マスメディア」は、局独自のテ
レビ番組特集や新聞記事解説から、識者による編集された映像へと形態を移す
ことで、一定の効果を期待できるものとなった。教材やワークシートなど、出
そろったコンテンツは厚生労働省 HPで、いつでもダウンロードや動画再生が
できるようになっている。しかし本質的な課題は、誰が旗振りをしてこのコン
テンツを運用するのか、また将来の新課程中学高等校教科書に掲載され得るの
かということである。大学入試改革が予定されているなかで、仮に課題解決型
の学習が社会保障教育にも通じるのであるならば、高大接続からキャリア教育
へと教育機関の連携も考えられるであろう。
４．高大接続とキャリア教育
「検討会」のなかでキャリア教育という言葉が数回登場するが、学校で指導
をする教諭から社会保障教育とキャリア教育が同じではないか、いわゆる思い
違いから出てきた言葉でもあった。日本の全教育機関のキャリア教育は、厚生
労働省や文部科学省をはじめ、主務官庁によってその定義は完全に統一されて
いるものではない。高等教育機関においては、２０１１年施行「大学設置基準第
４２条の２」新設により、大学設置許可審査の認定事項として既に制度化され
てきた。各大学のシラバスで主要な内容は、大学から社会への接続にあたる就
業支援が共通事項になっており、生活設計の視点を取り入れたキャリア教育は
少ないといえる。大学・短大・専門学校を含む高等教育機関は、すでに２０１４
年には進学率が７０％を超えており、制度的にキャリア教育へ社会保障教育を
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＜自己評価＞ ＜専門的能力の育成＞
１．あなたと仕事の世界 １３．職場での人間関係
２．自分を知る １４．チームワークとリーダーシップ
＜職業研究＞ １５．専門的なコミュニケーションスキル
３．職業について調べる １６．仕事での思考能力
４．起業家 １７．職場での必要な技術
５．キャリアプランを考える １８．時間と情報管理
仕事をみつける ＜ライフ・スキル＞
６．仕事をみつけ申し込む １９．経済と消費者
７．面接 ２０．お金の管理
＜実際の職場で＞ ２１．預金とクレジット
８．仕事を始める ２２．保険について
９．職場の倫理 ２３．税金と社会保障
１０．積極的な態度 ＜生涯にわたって＞
１１．職場の健康と安全 ２４．変化を受け入れる
１２．職場での法的問題 ２５．仕事生活と家庭生活の両立
図表６ “Succeeding in the world of work”アメリカの高校副読本
（注）高橋恵子・片岡郁子「生活設計の視点を取り入れたキャリア教育の提案」『新潟大学教育人間科学部
紀要、人文・社会科学編』７（２）、２００５年、p１９８表１を参照するとともに、筆者が原著を確認して単元表を
作成した。
組み込むことも含め、新しいカリキュラム等の仕組みづくりの検討する余地が
ある。高橋・片岡（２００４）によると、アメリカの高校生を対象とした副読本
“Succeeding in the world of work”では、社会保障教育の項目が盛り込まれ実
際に指導されていることを指摘している（図表６）２８。スウェーデンの中学教科
書ほど、高齢者という固有のテーマでは扱われていないが、自分自身の経済活
動に影響を与えることに対して、解決する方法を学ぶ構成になっている。経済
的な責任を果たすことが、将来の安定した経済活動を可能にすることを示した
ものである。
高橋・片岡（２００４）は、急激に変化する社会において教育現場で何を教え
るべきか、その教育プログラムを随時再検討する作業を継続する必要性を指摘
している。大学等の高等教育機関卒業後は、人生設計を考える期間として標準
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的に６０年近くの人生があり、その範囲を包括する教育プログラムは現代的ニー
ズにマッチしている。それは２００４年日本経済団体連合会（以後「経団連」と
記す）が発表した、「２１世紀を生き抜く次世代育成のための提言」のなかで「生
きる力」をキャリア教育に求めており、２０１６年経団連発表「今後の教育改革
に関する基本的考え方－第３期教育振興基本計画の策定に向けて－」にも受け
継がれている。単なるアドホック的な施策展開ではなく、体系的かつ実効的な
教育プログラムは「検討会」で議論されたことにも通じており、キャリア教育
プログラムにも社会保障教育を導入できる可能性を示唆しているといえる。近
接分野でもある金融経済教育セミナーなどは、すでに各金融機関が CSR推進
事業として高校「家庭科」「公民科」で実績を踏みつつ、高等教育機関で特に
「キャリア教育」への展開をすすめている２９。これら専門機関と連携しつつ、
ライフプランのかなにある社会保障という位置づけは、非常に親和性をとも
なったプログラムとなるであろう。
５．おわりに
「高齢期における社会保障に関する意識調査報告書」によると、老後の生活
で思い浮かべることの第１位は「年金を受給」することであった３０。年齢階層
別に分けて「老後において最も不安に感じるもの」をみると、２９歳以下で「生
活費」が４６．７％と不安と感じるなかで最も高く、３０～３９歳で「生活費」が５６．０％
と不安事項のなかで最も高い。逆に高齢になればなるほど、「生活費」に対す
る不安感は減少している。高齢者ほど健康面への不安が増大するため、相対的
に生活費への不安感の指数は減っていく可能性もある。しかしながら、まだ年
金で生活することを実感できていない若年層が、不安感を抱くことは情報によ
る不安感の増長が背景にあることは否めない。その一端を説明している資料が
ある。「年齢階級別にみた老後生活と社会保障の関係について」では、２９歳以
下の「社会保障にあまり期待しない」が２５．７％で、他の世代区分と大幅に乖
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離しているのである３１。期待しない背景は、正しい社会福祉政策そのものを理
解できていない可能性がある。その根拠の一つとなる指標が、「高齢者と現役
世代の負担率の考え方」にみられ、「わからない」と回答している比率が３割
程度しめているからだ３２。ここから見えてくることは、何をどう考えていくか
見当がつかないという、社会保障教育の機能不全を反映している数値ではなか
ろうか。世代間の連携という前提で、社会保障をはじめとする福祉政策が機能
するのであれば、発達の段階に応じた体系的なキャリア教育は有効である。
キャリアを積み上げていくプロセスにおいて、途中でライフプランを変更せ
ざるを得ない場合が現在では多々あるはずであり、雇用・経済・社会の仕組み
について体系的に理解する教育の仕組作りは重要課題である。キャリアを積み
上げていくことは、雇用の理解だけではなく納税や社会保障も含む、社会人と
しての権利や義務を理解することでもある。キャリア教育は２１世紀に入り、
日本における大学生等の就業意識の涵養のために、高等教育機関での導入推進
が加速されてきた経緯があった。しかし現在２０代の若者が５０代になる頃には、
日本の人口や年齢構成が現在の状況から大幅に変わることも予想されており、
社会環境の変化に対応するキャリア教育プログラム導入が検討されるべきであ
ろう３３。人口推移予測を出している内閣府においても、ホームページ上では今
後の高齢化率は上昇を受け現役世代の割合は低下し、２０６０年には１人の高齢
人口に対して１．３人の現役世代という説明をしている。根拠に基づく推計では
あるが、一般市民からみれば単に不安を増長させるだけでもある。各省庁とも
に連携をとりながら、正しい見方考え方を持ち活力のある社会を構築するため、
新しい社会保障教育の枠組みを円滑に教育の現場に落とし込む検討が必要であ
ろう。
脚注・引用文献
１ １９６２年７月１日、厚生省の外局として社会保険庁が設立されたが、同庁は２００９年
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１２月３１日に廃止され、特殊法人日本年金機構へ業務が引き継がれている。
２ 都村敦子「学校教育における年金教育」『年金と経済』２５（１）年金総合研究センター、
２００６年、pp．４‐１２．
３ 旧社会保険庁が実施していた年金セミナーは、都道府県によって参加をする中
学・高校の数が異なり、教師対象セミナーの参加率もばらつきがあった。大学にお
いては、２００６年度以降に社会保険労務士会の協力の下で、年金セミナーを３０～４０回
程度実施している。
４ 本稿では、旧社会保険庁で実施された年金教育を「年金セミナー」とよぶことに
する。
５ ２０１０年度予算編成のために、民主党政権が導入した行政刷新会議（いわゆる「事
業仕分け」）をここでは示している。
６ 例えば、２００４年度の都道府県別年金教育実施状況は、教師対象セミナーが島根・
高知では１％であり、滋賀・香川は２５０％以上の実施率であった。この差異は、年
金セミナーの仕組みからくる格差ではなく、受け入れ側（学校、教諭など）の温度
差からくるものであった。
７ 第１回「社会保障の教育推進に関する検討会」は、８名の委員に加えて文部科学
省初等中等教育局教育課程課長も出席しており、厚生労働省との事実上の２省合同
検討会でもあった。
８ 納付率とは、厚生労働省が発表している「納付月数」÷「納付対象月数」×１００
で計算した値をここでも扱う。これらの月数には「全額免除月数」「学生納付特例
月数」「若年者納付猶予月数」は含まれていない。
９ 社会保障教育の教育推進に関する検討会では、社会保障教育を旧社会保険庁時代
のように学校へ広く浸透させる数値目標は掲げておらず、次世代に向けたモデルと
なる授業構成案や教科書案を作成するワーキングであった。
１０ 佐々木一郎「年金教育ニーズの分析」『同志社商学』６４（１‐２）、２０１２年、pp．６３
‐７５．
１１ 厚生年金保険の適用を受けている事業所に勤務する者であれば、自動的に国民年
金にも加入している。つまり、大方の会社員や公務員などは、国民年金を事業所等
を通じて国民年金を納付していることになる（ただし、６５歳以上で老齢年金を受け
る人を除く）。
１２ 厚生労働省の資料によると、２０１３年度末の公的年金加入者全数は６，７２７万人で、
第１号被保険者が１，８０５万人・第２号被保険者が３，９６７万人・第３号被保険者が９４５
万人であった。そのうち未納者と未加入者を合わせた数は２６８万人で、公的年金加
入者全体に占める割合（未納付率）は約４％になる。しかし、免除者や学特猶予者
の合計６０６万人は実質「未納付」状態なので、第１号被保険者の（層に限った）１，８０５
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万人では、保険料を納付している者は約半数に過ぎない。
１３ 合算対象期間として年金を受給できるよう、年金額には反映されないが受給資格
期間としてみなすことができる期間に算入されていた。
１４「政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律
案」が、２０１４年２月に配布資料として通常国会に提出されている。
１５ 第２号と第３号被保険者から第１号被保険者への移行は、過去１０年間毎年約４００
万人弱の人数で推移しており、毎年約１００万人に及ぶ２０歳到達者に比べ約４倍の人
数を数えることができる（厚生労働省 HP統計資料調べ）。
１６ 内閣府「２０１５年版高齢社会白書」より筆者が概算推計した。
１７２０１６年４月１９日時点で、政府広告オンライン上にある社会保障と税の一体改革パ
ンフレット（PDF）を参照した。
１８２００４（平成１６）年度の年金教育実施状況によると、全都道府県を人数にして１６０
名の年金広報専門員が、教師対象・生徒対象セミナーへ出張している。年金広報専
門員は、旧社会保険庁 OBと学校教員 OBから組成されていた。
１９ ここでいう介入主体とは、学校教育の現場で直接教諭や生徒に接し活動していた
主体という意味で示している。
２０ 厚生労働省の組織には、大臣官房と１１の局長や政策統括官が横並びで配置されて
おり、社会保障担当政策統括官ポストは１名だけである。社会保障担当参事官がそ
の次に位置するポストで、２０１１年当時同席の武田俊彦社会保障担当参事官は、後に
社会保障担当政策統括官に昇任している。これらのメンバーが「検討会」に加わっ
ていることが、社会保障の教育推進に向ける意欲（権限）が高かったことがわかる。
２１「消えた年金問題」とは、（２００７年２月以降）国会の社会保険庁改革関連法案の審
議中に社会保険庁のオンライン化したデータ（コンピュータ入力した年金記録）に
ミスや不備が多いこと等が明らかになり、国会やマスコミにおいて社会保険庁の年
金記録のずさんな管理が指摘され、国民から批判されたことである。
２２２０１２年２月２７日衆議院予算委員会参考人質疑は、次に示す URLから動画をみる
ことができる。細野真宏参考人質疑は、動画再生４３分頃から最後までの約２０分間に
わたり、誤った年金問題の課題について指摘している。（２０１６年４月２５日現在の参
照先 URLは、https://www.youtube.com/watch?v=jIaHjyNU16Y）
２３ 投稿記事については、細野真宏『「未納が増えると年金が破たんする」って誰が
言った？』扶桑社新書、２００９年、pp．１３０‐１３３．にも紹介されている。
２４「検討会」初期委員の（開催期間中における）主な所属は、権丈善一が慶應義塾
大学商学部教授、細野真宏はアーク・プロモーション代表、梶ヶ谷穣は神奈川県
立海老名高等学校教諭、宮台真司は首都大学東京都市教養学部教授、増田ユリアは
教育ジャーナリスト、前田昭博は東京都社会保険労務士会会長、大杉昭英は岐阜大
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学教育学部教授、中央大学法学部教授、広井良典は千葉大学法経学部教授である。
委員以外に第２回「検討会」で２名の有識者が加わっているが、藤川大祐が千葉大
学教育学部教授、藤原和博が東京学芸大学客員教授である。
２５ 宮台真司は、社会学者としての立場から自身の考え方を「検討会」では展開して
いた。
２６ 厚生労働省 HPに、それら PDFファイルがあり自由にダウンロードできるよう
になっている。２０１６年４月２９日現在、次の URLで参照が確認できている http://www.
mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/nennkinn10_1.pdf
２７（識者）大学教授のアドバイザーとして、帝京大学専門職大学院の澁澤文隆教授
（教育課程、社会科教育）と大阪教育大学の野田文子教授（教科教育学、家庭科）
を迎えている。
２８ 高橋恵子・片岡郁子「生活設計の視点を取り入れたキャリア教育の提案」『新潟
大学教育人間科学部紀要、人文・社会科学編』７（２）、２００５年、pp．１９７‐２０７．
２９ 日本銀行金融広報委員会による金融教育の定義になかに、（具体的な教育内容）
キャリア教育に関する分野（働く意義と職業選択、生きる意欲と活力、社会への感
謝と貢献）という記述がある。
３０２０１２年厚生労働省「高齢期における社会保障に関する意識調査等報告書」は、厚
生労働省政策統括官付政策評価室によりまとめられており、国民生活基礎調査の対
象より２０歳以上の１１，２９４集計客体数をもとに、「老後のイメージ」「老後の不安」「老
後の生活の手段」「老後の生きがい」「老後の生活と社会保障の関係」「今後の社会
保障の給付と負担の関係」等の実態がデータ化されている。
３１２０１２年厚生労働省「高齢期における社会保障に関する意識調査報告書」図２３では、
調査結果の年齢区分を２９歳以下、３０～３９歳、４０～４９歳、５０～５９歳、６０～６９歳、７０歳
以上のコホートに分類している。社会保障にあまり期待しない割合は、先の年齢区
分ごとに列挙すると、２５．７％、１６．７％、１２．４％、８．１％、７．４％、９．２％となってい
る。
３２２０１２年厚生労働省「高齢期における社会保障に関する意識調査報告書」図２９では、
少子高齢化が進行する状況において、社会保障給付における「高齢者の負担増」と
「現役世代の負担増」双方ともに約３割の支持率であった。つまり、「わからない」
と回答する３割の人々は、決して少数派の意見ではないことがわかる。
３３ 内閣府の推計によると、２０５０年における日本の人口は９７００万人となり、高齢化率
（６５歳以上人口割合）は全人口の４０％弱を占めると試算されている。これは、日本
の人口過去１，０００年の推移をみても、（急激な増加の後の）急激な減り方といえる。
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